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茨城県市町村合併推進審議会の概要 
 
１ 審議会の位置づけ 

「市町村の合併の特例等に関する法律」に基づき，自主的な市町村の合併の推

進に関する構想（以下「構想」という。）の策定に際し，その事項を調査審議す

る県の付属機関である。 
 
２ 審議会の役割 
（１） 総務大臣が定める基本指針に基づき,都道府県が構想を定め,又はこれを変更

するときに，その事項を調査審議し，意見を述べる。 

（２） 知事の諮問に応じ,都道府県における自主的な市町村の合併の推進に関し重要

な事項を調査審議することができる。 

（３） 知事が合併協議会に係るあっせん及び調停を行わせる市町村合併調整委員は，

市町村合併推進審議会の委員から任命される。 

 
３ 審議会の委員  

氏     名 役    職    等 備  考 

石 井     武 日本労働組合総連合会茨城県連合会長  

井 上    繁 常磐大学コミュニティ振興学部教授 会長代理 

佐  藤   俊  枝 (株)サンメック取締役  

白 波 瀬  佐 和 子 東京大学大学院人文社会系研究科助教授  

関     正  夫 (社)茨城県経営者協会長 会長 

寺  崎   久  哲 

（平    逞 仁） 

日本放送協会水戸放送局長 

（        同        ） 

 

（任期Ｈ１７．１２．２２～Ｈ１８．６．２９） 

萩  原     久 茨城県農業協同組合中央会副会長  

疋  田   淑  子 (株)不二商会会長  

福  岡   和  子 福岡小児科医院院長  

村  田   康  博 合併経験者（旧波崎町長）  

山  下   文  子 北つくば農業協同組合理事  

串  田   武  久 

（村 田  省 吾） 

茨城県市長会長（龍ケ崎市長） 

（     同    （北茨城市長）） 

 

（任期Ｈ１７．１２．２２～Ｈ１９．７．１０） 

川  田   弘  二 茨城県町村会長（阿見町長）  

伊  藤   充  朗 

（小松﨑  常則） 

茨城県市議会議長会長（水戸市議会議長） 

（        同                ） 

 

（任期Ｈ１７．１２．２２～Ｈ１９．７．１０）（

小  林     宏 

（稲 葉  常 美） 

茨城県町村議会議長会長（城里町議会議長） 

（     同       （八千代町議会議長）） 

 

（任期Ｈ１７．１２．２２～Ｈ１８．６．２９） 

鶴  岡   正  彦 茨城県議会議員  

長 谷 川  大 紋 茨城県議会議員 任期 Ｈ１７．１２．２２～Ｈ１９．７．１２ 

山  口   武  平 茨城県議会議員  

＊任期：平成17年 12 月 22 日～平成 19年 12 月 21日       ＊（ ）は前任者 
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４ 審議内容とスケジュール 
 
17 年 12 月 22 日 

 

 

 

 

18 年 1月 

 

 

18 年 2月 16 日 

 

 

 

 

 

18 年 5月～7月 

 

 

 

 

 

18 年 8月 4日 

 

 

 

 

19 年 2月 19 日 

 

 

 

19 年 8月 3日 

 

 

 

 

19 年 8月 13 日 

   ～9月 12 日 

 

 

19 年 11 月 9日 

 

 
19 年 11 月 13 日 

第１回審議会 
・ 合併の状況，新法・指針の内容 
・ 審議内容，スケジュール 
・ 構想に関する意向調査 

第２回審議会 
・ 市町村の現況及び将来の見通し 
・ 合併推進に関する基本的な事項 
・ 構想に関する意向調査結果 
・ 市町村長の意向聴取 

○構想に関する意向調査（ｱﾝｹｰﾄ方式） 

 

○市町村長の意向聴取（面談方式） 

・ｱﾝｹｰﾄの結果合併意向のある市町村とそ

の相手方、及び未合併市町村（23 市町村） 

第４回審議会 
・ 構想対象市町村の組合せ（案） 

○ パブリック・コメント 

(県民からの意見募集) 

第６回審議会 
・ 県民からの意見募集の結果 
・ 市町村合併推進構想（答申案） 
 

第３回審議会 
・ 市町村長の意向聴取（面談方式）結果報告 
・ 市町村合併を推進するために必要な措置 

 

第５回審議会 
・ 構想対象市町村の組合せ（案） 
・ 将来目指すべき合併パターン（案） 
・ 市町村合併推進構想（素案） 

答  申 
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① 総務大臣が、市町村の合併を推進するための基本指針を策定

② 都道府県が、基本指針に基づき、市町村合併推進審議会の意見を聴いて、市町

村の合併の推進に関する構想を策定。

③ 都道府県知事は、構想に基づき、

市町村の合併の特例等に関する法律について

① 合併に関する障害除去のため、地方税の不均一課税、議員の在任特例等、現行

合併法の特例措置は基本的に存置。

② 合併特例債は廃止。合併算定替は、現行の特例期間10年（＋激変緩和５年）を
段階的に５年(＋激変緩和５年）に短縮。

※人口３万人以上を有すれば市となることができる３万市特例については、議員修
正により追加。

○ 申請に基づいて、市町村合併調整委員を任命し、合併協議会に係るあっせん、

調停を行わせることができる。

○ 合併協議会設置の勧告を行うことができる。勧告を受けた市町村長は、合併

協議会設置協議を議会に付議することとし、議会が否決した場合等には、住民

が１／６以上の有権者の署名により又は市町村長が住民投票を請求することが

できる。

○ 合併協議会における市町村の合併に関する協議の推進に関し、勧告を行うこ

とができる。

（２）市町村の合併に関する障害を除去するための特例措置

（３）市町村合併推進のための方策

この法律は５年間(平成１７年４月１日から平成２２年３月３１日まで)の限時法と
する。

合併に際して、合併関係市町村の協議により、１又は２以上の旧市町村単位に法

人格を有する区（合併特例区）を一定期間（５年以下）設置できる制度を創設する。

○ 区長、合併特例区協議会を置く（公選としない）。
○ 課税権、起債権はなし。
○ 住所の表示にはその名称を冠する。

※ 法人格は有しないが、区長を置くことができる「地域自治区」の特例も創設。

（１）合併特例区制度等の創設
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３　審議会の設置

　 　都道府県が構想を定め又はこれを変更しようとするときは，新法第６０
　条第１項に基づき，都道府県に自主的な市町村の合併の推進に関する審議
　会その他の合議制の機関（以下「審議会」という。）を置くものとされて
　おり，都道府県においては，速やかに審議会を設置し，構想の作成につい
　て十分審議，検討を行うこと。
　
　

２　新法における市町村の合併の基本的考え方

　<構想の作成等>
　　都道府県は，自主的な市町村の合併の推進に関する構想（以下「構想」
   という。）を作成するとともに，当該構想に基づき，合併協議会設置勧告，
   合併協議会に係るあっせん及び調停，合併協議推進勧告等の措置を講ずる
　ことができるなど，自主的な市町村の合併を進める上で，従来にも増して
　重要な役割を果たすこととされている。

　<合併特例区等の制度の創設>
　　合併市町村の円滑な運営を実現できるよう，地域の実情に応じて，合併
　特例による地域自治区の制度や合併特例区の制度を活用できる。

　<新法における特例措置>
　　引き続き，普通交付税における合併補正，普通交付税の合併算定替，地
　方税の不均一課税，議会議員の在任の特例に関する特例等の措置が講じら
　れている。
　　合併特例債は廃止，普通交付税の合併算定替については，適用期間を段
　階的に短縮。

１　市町村の合併を推進する必要性

　　地方分権の一層の推進，人口減少社会及び広域的行政への対応，より効
  果的で効率的な行財政運営の実現等の要請に応えていくためには，市町村
  の合併の特例等に関する法律（以下「新法」という。）の下で，新しい視
  点を加えつつ，引き続き自主的な市町村の合併を全国的に推進していく必
  要がある。

自主的な市町村の合併を推進するための基本的な指針
　（平成１７年５月３１日総務省告示）の概要
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　４　構想の内容（構想において定めるべき事項）
　

　（１）自主的な市町村の合併の推進に関する基本的な事項

　　　　　都道府県における市町村の望ましい姿，自主的な市町村の合併の
　　　　推進の必要性，市町村の合併を推進するに当たっての当該都道府県
　　　　の役割等に関する基本的な考え方，方針等を示すこと。

　（２）市町村の現況及び将来の見通し

　　　　　合併の推進の必要性を明らかにするため，市町村の行政運営及び
　　　　財政状況の現況，人口や高齢化の今後の見通し等を示すこと。
　
　（３）構想対象市町村の組合せ

　　　　  （１），（２）を踏まえ，構想対象市町村の組合せを示すこと。
　　　　   おおむね次に掲げる市町村を対象とする。

　
　
　
　
　

（４）自主的な市町村の合併を推進するために必要な措置

　　　　  新法において，都道府県による必要な助言，情報の提供，合併協
　　　　議会設置勧告，合併協議会に係るあっせん及び調停，合併協議推進
　　　　勧告等の措置が設けられていることを踏まえ，これらの措置も含め，
　　　　それぞれの都道府県において自主的な市町村の合併を進めるために
　　　　必要であると考えられる措置を示すこと。

　① 生活圏域を踏まえた行政区域の形成を図ることが望まし
　   い市町村

  ② 更に充実した行政権能等を有する指定都市，中核市，特
      例市等を目指す市町村

  ③ おおむね人口１万未満を目安とする小規模な市町村
　  （なお，③の市町村については，地理的条件や人口密度，
        経済事情のほか，旧法の下で市町村の合併を行った経
 　　 緯についても考慮すること。）
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◆平成１５年度までに合併した市町村

市町村名 構成市町村名 合併期日 市町村数

1 水戸市 水戸市、常澄村 H4.3.3 87

2 ひたちなか市 勝田市、那珂湊市 H6.11.1 86

3 鹿嶋市 鹿島町、大野村 H7.9,1 85

4 潮来市 潮来町、牛堀町 H13.4.1 84

5 つくば市 つくば市、茎崎町 H14.11.1 83

◆平成１６年度の合併市町村

市町村名 構成市町村名 合併期日 市町村数

1 常陸大宮市 大宮町，山方町，美和村，緒川村，御前山村 H16.10.16 79

2 日立市 日立市，十王町 H16.11.1 78

3 常陸太田市 常陸太田市，金砂郷町，水府村，里美村 H16.12.1 75

4 那珂市 那珂町，瓜連町 H17.1.21 74

5 水戸市 水戸市，内原町 H17.2.1 73

6 城里
しろさと

町 常北町，桂村，七会村 H17.2.1 71

7 坂東
ばんどう

市 岩井市，猿島町 H17.3.22 70

8 稲敷
いなしき

市 江戸崎町，新利根町，桜川村，東町 H17.3.22 67

9 筑
ちく

西
せい

市 下館市，関城町，明野町，協和町 H17.3.28 64

10 かすみがうら市 霞ヶ浦町，千代田町 H17.3.28 63

11 取手市 取手市，藤代町 H17.3.28 62

◆平成１７年度の合併市町村

市町村名 構成市町村名 合併期日 市町村数

1 神栖市 神栖町，波崎町 H17.8.1 61

2 行方市
なめがた

麻生町，北浦町，玉造町 H17.9.2 59

3 古河市 古河市，総和町，三和町 H17.9.12 57

4 桜川
さくらがわ

市 岩瀬町，真壁町，大和村 H17.10.1 55

5 石岡市 石岡市，八郷町 H17.10.1 54

6 鉾田市 旭村，鉾田町，大洋村 H17.10.11 52

7 常総
じょうそう

市 水海道市，石下町 H18.1.1 51

8 下妻市 下妻市，千代川村 H18.1.1 50

9 土浦市 土浦市，新治村 H18.2.20 49

10 笠間市 笠間市，友部町，岩間町 H18.3.19 47

11 つくばみらい市 伊奈町，谷和原村 H18.3.27 46

12 小
お

美
み

玉
たま

市 小川町，美野里町，玉里村 H18.3.27 44

【平成に入ってからの本県の市町村合併の状況】

＊平成１８年３月末の市町村数　４４　（市：３２，町１０，村２）
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水戸市 

日立市 

土浦市 

古河市 石岡市 

下館市 

結城市 

龍ケ崎市 

下妻市 

水海道市 

常陸太田市 

笠間市 

取手市 

岩井市 

牛久市 

茨城町 

小川町 

美野里町 

内原町 

常北町 

桂村 

御前山村 

大洗町 

友部町 

岩間町 

七会村 

岩瀬町 

東海村 
那珂町 

大宮町 

山方町 

美和村 

緒川村 

金砂郷町 

水府村 

里美村 

十王町 

旭村 

鉾田町 

大洋村 

神栖町 

波崎町 

麻生町 

北浦町 

玉造町 

江戸崎町 

美浦村 阿見町 

新利根町 

河内町 

桜川村 

東町 

霞ヶ浦町 

玉里村 

八郷町 

千代田町 
新治村 

伊奈町 

谷和原村 

関城町 
明野町 

真壁町 

大和村 協和町 

八千代町 

千代川村 

石下町 

総和町 

五霞町 

三和町 

猿島町 境町 

守谷市 

藤代町 

利根町 

北茨城市 

瓜連町 

大子町 

高萩市 

常陸大宮市 

日立市 

常陸太田市 

那珂市 

水戸市 

城里町 

笠間市 

行方市 

下妻市 

筑西市 

石岡市 
小美玉市 

鉾田市 

桜川市 

稲敷市 

取手市 

坂東市 

古河市 

つくば 
みらい市 

土浦市 
常 
総 
市 

かすみ 
がうら市 

神栖市 

新しい いばらきの市町村 
市町村数は８３から４４へ  ( 平成１８年４月から ) 

つくば市 

潮来市 
鹿嶋市 

ひたちなか市 

新市名 
平成 17年度に 

合併した市町村名 
合併期日 

神栖
かみ す

市 神栖町，波崎町 H17. 8. 1 

行方
なめがた

市 麻生町，北浦町，玉造町 H17. 9. 2 

古河
こ が

市 古河市，総和町，三和町 H17. 9.12 

桜川
さくらがわ

市 岩瀬町，真壁町，大和村 H17.10. 1 

石岡
いしおか

市 石岡市，八郷町 H17.10. 1 

鉾田
ほこ た

市 旭村，鉾田町，大洋村 H17.10.11 

常
じょう

総
そう

市 水海道市，石下町 H18. 1. 1 

下妻
しもつま

市 下妻市，千代川村 H18. 1. 1 

土浦
つちうら

市 土浦市，新治村 H18. 2.20 

笠間
かさ ま

市 笠間市，友部町，岩間町 H18. 3.19 

つくばみらい市 伊奈町，谷和原村 H18. 3.27 

小美
お み

玉
たま

市 小川町，美野里町，玉里村 H18. 3.27 

 

新市町名 
平成 16年度に 

合併した市町村名 
合併期日 

常陸
ひ た ち

大宮
おおみや

市 
大宮町，山方町，美和村，

緒川村，御前山村 
H16.10.16 

日立
ひ た ち

市 日立市，十王町 H16.11. 1 

常陸太田
ひ た ち お お た

市 
常陸太田市，金砂郷町， 

水府村，里美村 
H16.12. 1 

那珂
な か

市 那珂町，瓜連町 H17. 1.21 

水戸
み と

市 水戸市，内原町 H17. 2. 1 

城里
しろさと

町 常北町，桂村，七会村 H17. 2. 1 

坂東
ばんどう

市 岩井市，猿島町 H17. 3.22 

稲敷
いなしき

市 
江戸崎町，新利根町， 

桜川村，東町 
H17. 3.22 

筑西
ちくせい

市 
下館市，関城町， 

明野町，協和町 
H17. 3.28 

かすみがうら市  霞ヶ浦町，千代田町  H17. 3.28 

取手
と り で

市 取手市，藤代町 H17. 3.28 

新市名 
平成に 

合併した市町村名 
合併期日 

水戸
み と

市 水戸市，常澄村 H 4. 3. 3 

ひたちなか市  勝田市，那珂湊市 H 6.11. 1 

鹿嶋
か し ま

市 鹿島町，大野村 H 7. 9. 1 

潮来
い た こ

市 潮来町，牛堀町 H13. 4. 1 

つくば市 つくば市，茎崎町 H14.11. 1 
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◇ 合併効果の具体例（平成 16・17 年度に合併した 23市町村の具体例） 

 

１ 合併効果の具体例 

  合併の効果としては，住民の利便性が向上する，行政サービスが高度化・多様化する，

広域的なまちづくりや地域のイメージアップにつながる，行財政の合理化・効率化が進む

といったことがあげられ，次のような具体例があります。 

 

 
 
 
 

効　　　果 具　　　体　　　例 市　　町　　村　　名

合併により福祉事務所が新たに設置又は既に設置さ
れている市と合併することにより，福祉関係のサー
ビスが身近なところで受けられることとなった。

すべての合併市

スポーツ施設や図書館，休日診療所などの公共施設
の広域的な利用が可能になった。

すべての合併市町

各種証明の自動交付機がなかった地域に新たに設置
された。

古河市，石岡市，取手市，坂
東市，かすみがうら市，神栖
市

旧役場庁舎の空きスペースを活用した子育て支援セ
ンター等が設置された。

取手市

保育所や放課後児童クラブについて，合併によって
選択肢が広がり勤務地の近くで利用がしやすくなっ
たり，利用時間や対象年齢が拡大された。

水戸市，日立市，古河市，笠
間市，常陸大宮市，那珂市，
坂東市，かすみがうら市，桜
川市，つくばみらい市，小美
玉市，城里町

旧町村にまたがって行われている土地区画整理事業
地内の児童・生徒について，小・中学校を選択でき
るようになった。

つくばみらい市

コミュニティバスの運行が開始されたり，コースが
拡大された。

常陸太田市，取手市，常陸大
宮市，那珂市，坂東市，かす
みがうら市，城里町

合併支援策により藤代駅のバリアフリーが推進され
ることとなった。

取手市

政策推進課や特定道路推進課などの専門的な組織が
設置された。

常陸太田市，石岡市，取手
市，坂東市，小美玉市

消費者行政，グリーンツーリズム等の業務に係る職
員が配置された。

笠間市，常陸大宮市

新たにまちづくり特例市になる，又はまちづくり特
例市である市と合併することにより，自主的・自立
的なまちづくりに取り組むことが可能となった。

水戸市，土浦市，古河市，石
岡市，常総市，筑西市

防犯灯設置事業，医療費助成，福祉タクシー利用助
成などの各種補助事業の実施地域が拡大されたり，
補助額が増額となった。

水戸市，土浦市，古河市，石
岡市，常総市，常陸大宮市，
那珂市，筑西市，坂東市，か
すみがうら市，桜川市，神栖
市，行方市，小美玉市

第３子以降の保育料の無料化が実施された。 常陸大宮市

合併支援策により消防署（出張所を含む。）が新た
に設置された。

常陸太田市，城里町

合併支援策により精神障害者自立支援施設が新たに
設置されることとなった。

稲敷市

資源ごみの回収・処理が一元化されることによっ
て，リサイクルが推進され，ゴミの減量化が図られ
た。

鉾田市

内原地区においても水戸市の基準に合わせて１小学
校区１公民館の整備が図られることとなった。

水戸市

②行政サービ
スの高度化・
多様化

①住民の利便
性の向上
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効　　　果 具　　　体　　　例 市　　町　　村　　名

理科活動指導員が増員され，市内全域の小学校への
派遣が可能となった。

古河市

旧役場庁舎を活用した県北生涯学習センターが整備
され，県北地域における生涯学習環境が向上した。

日立市

合併支援策により県内で唯一地域中核病院がなかっ
た地域に常陸大宮済生会病院が開院された。

常陸大宮市

旧市町村の観光資源を一体とした計画の策定，イベ
ントの実施，そして情報発信が可能となった。

日立市，土浦市，古河市，石
岡市，下妻市，常総市，常陸
太田市，笠間市，取手市，稲
敷市，かすみがうら市，桜川
市，つくばみらい市，小美玉
市，城里町

合併により県で第１位の大きな面積となり，豊富な
地域資源があることから「二地域居住」に適してい
るというイメージが高まった。

常陸太田市

各町村にあった観光協会が統一され，一体的な観光
振興が図られることとなった。

桜川市

観光物産館が設置され，地場産業の一体的な振興が
図られることとなった。

行方市

坂東野菜のブランド化が推進された。 坂東市

合併に伴いメロンの生産額が日本一になるととも
に，生産から流通，消費までを視野に入れた広域的
な生産体制づくりが推進されることとなった。

鉾田市

合併特例債などの合併支援策を活用することにより
広域幹線道路の整備が促進されることとなった。

古河市，石岡市，常総市，坂
東市，小美玉市

旧市村の境界付近にある高速道路インターチェンジ
周辺地区の一体的な土地利用が可能となった。

土浦市

旧町村の境界がなくなったことにより，旧町村にま
たがって行われている土地区画整理事業について，
一体的・効率的な実施が可能となった。

つくばみらい市

水道未普及地域であった旧七会村徳蔵地区への給水
事業が実施されることとなった。

城里町

「市」になったことでのイメージアップが期待でき
る。

常陸大宮市，那珂市

公共下水道，農業集落排水，合併浄化槽など生活排
水対策の所管課が下水道課に統一された。

石岡市，常陸太田市，笠間市

合併に伴う一部事務組合の廃止等により，重複構造
が一元化され，組織の合理化が図られた。

水戸市，土浦市，石岡市，常
陸太田市，笠間市，常陸大宮
市，那珂市，かすみがうら
市，桜川市，行方市，鉾田
市，つくばみらい市，小美玉
市

幼稚園や保育園の数が増えたことにより人事異動が
可能となり，職員の適正配置が図られることとなっ
た。

桜川市

④行財政の合
理化・効率化

③広域的なま
ちづくりや地
域のイメージ
アップ
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２ 合併に伴う住民不安等に対する対応例 

  合併したことにより，面積が拡大し地域の声が反映されにくくなるのではないか，とい

った懸念が考えられますが，各市町村においては，次のような対応策を講じております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

事　　項 対　応　策　の　具　体　例 市　　町　　村　　名

地域審議会の設置 日立市，常陸太田市，常陸大
宮市，那珂市，坂東市

市政懇談会等の充実 水戸市，古河市，常総市，常
陸太田市，笠間市，桜川市，
小美玉市

市政モニター制度の拡充 水戸市，桜川市，小美玉市

広報広聴課スピード対応室の分室設置，広報広聴制
度の充実

土浦市

②周辺部の地
域が取り残さ
れるのではな
いか。

コミュニティバスの運行開始又はコースの拡大 常陸太田市，取手市，常陸大
宮市，那珂市，坂東市，かす
みがうら市，城里町

幹線道路や生活道路の整備 常陸太田市

③旧市町村の
特徴や個性が
失われてしま
うのではない
か。

地域イベントの継続・助成 水戸市，石岡市，下妻市，常
総市，常陸太田市，取手市，
筑西市，坂東市，かすみがう
ら市

①地域の声が
反映されにく
くなるのでは
ないか。
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70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

合
併

年
度

1年
目

2年
目

3年
目

4年
目

5年
目

6年
目

7年
目

8年
目

9年
目

10
年

目

11
年

目

合併年度の職員数を100
とした場合の数値

ひたちなか市

鹿嶋市

潮来市

（単位：人・％） （単位：％）

削減実績

(H17～H18)

一般職 18,530 17,170 △ 1,360 △ 7.3 △ 8.4 △ 5.0

特別職 1,411 667 △ 744 △ 52.7

19,941 17,837 △ 2,104 △ 10.6

※特別職については，H16.5.1及びH19.5.1時点の数値である。

H16.4.1 増減率

計

集中改革プラン
削減率目標値
(H17～H22)

H19.4.1 増　減区分

 

３ 市町村の職員の状況 
 ・一般職員の総数は，集中改革プランに基づく定員適正化の取組により，合併前の平成 16 年 4 月 1 日

から合併後の平成 19年 4月 1日までの３年間で，1,360 人(7.3％)の減となっています。 

 ・過去の合併事例を見ると，潮来市は 4年間で 13.7％，鹿嶋市は 10年間で 20.9％，ひたちなか市は 11

年間で14.0％と徐々に減少しており，十分な合併効果が現れるのには時間を要しています。 
 
 ○ 職員総数 

 
 
 
 
 
 

 

〈参 考〉 

 ○ 過去の合併事例における一般職職員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 市町村の組織体制 
 ・多くの合併市町村において，合併前には未整備だった男女共同参画，行政改革，情報政策などの分野

に係る専門部署に加え，徴税対策の事務に係る部署を設置しています。 
 
○ 合併後に専門的な課・室を設置した市町村 

 

 坂東市など７市町村

笠間市など１２市町村

古河市など１３市町村

常総市など１３市町村

情報政策（情報政策課などの設置）

区　　　分

男女共同参画（男女共同参画課などの設置）

行政改革（行政改革推進課などの設置）

市町村数

徴税対策（納税課などの設置）

86.3 

79.1 

86.0 
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市町村名 １位 ２位 ３位 ４位 ５位
高萩市 北茨城市 常陸太田市 東海村 ひたちなか市

31 22 15 12 7
日立市 北茨城市 水戸市 常陸太田市

31 23 5 5
高萩市 日立市 常陸太田市

23 22 5
東海村 那珂市 水戸市 大洗町 常陸太田市

25 19 17 13 10
ひたちなか市 那珂市 水戸市 日立市 常陸大宮市

25 15 12 12 9
ひたちなか市 水戸市 常陸大宮市 東海村 常陸太田市

19 17 16 15 12
常陸大宮市 日立市 那珂市 大子町 水戸市

15 15 12 12 11
大子町 那珂市 常陸太田市 水戸市 城里町

18 16 15 14 13
常陸大宮市 常陸太田市 水戸市 ひたちなか市 那珂市

18 12 9 7 7
茨城町 大洗町 城里町 笠間市 ひたちなか市

31 30 28 23 17
水戸市 大洗町 城里町 笠間市 小美玉市

31 17 13 12 12
水戸市 茨城町 城里町 ひたちなか市 笠間市

30 17 13 13 10
水戸市 笠間市 茨城町 常陸大宮市 大洗町

28 16 13 13 13
水戸市 城里町 茨城町 大洗町 小美玉市

23 16 12 10 10
石岡市 水戸市 茨城町 土浦市 かすみがうら市

27 16 12 11 10
神栖市 潮来市 鉾田市 行方市

26 20 13 8
鹿嶋市 潮来市 鉾田市 行方市

26 17 9 7
鹿嶋市 行方市 神栖市 鉾田市

20 18 17 11
鉾田市 潮来市 鹿嶋市 神栖市

19 18 8 7
行方市 鹿嶋市 水戸市 潮来市 神栖市

19 13 12 11 9
かすみがうら市 石岡市 つくば市 阿見町 美浦村

29 19 18 18 16
土浦市 石岡市 つくば市 小美玉市 阿見町

29 21 12 10 6
小美玉市 かすみがうら市 土浦市 つくば市 阿見町

27 21 19 9 6
土浦市 つくばみらい市 牛久市 かすみがうら市 阿見町

18 18 13 12 11
守谷市 つくば市 取手市 常総市 土浦市

21 18 18 13 7
取手市 つくばみらい市 常総市 利根町 龍ケ崎市

23 21 13 11 10
守谷市 利根町 龍ケ崎市 つくばみらい市 河内町

23 21 19 18 13
河内町 利根町 牛久市 稲敷市 取手市

28 26 25 20 19
龍ケ崎市 河内町 利根町 稲敷市 阿見町

25 15 14 14 14
龍ケ崎市 取手市 河内町 牛久市 稲敷市

26 21 15 14 12
龍ケ崎市 稲敷市 牛久市 利根町 美浦村

28 19 15 15 14
美浦村 土浦市 稲敷市 牛久市 河内町

24 18 15 14 13
阿見町 稲敷市 土浦市 龍ケ崎市 河内町

24 24 16 16 14
美浦村 龍ケ崎市 河内町 阿見町 牛久市

24 20 19 15 14
桜川市 結城市 下妻市 常総市 八千代町

28 21 14 6 6
筑西市 桜川市 八千代町 常総市 古河市

21 14 9 8 8
筑西市 結城市 下妻市 笠間市 常総市

28 14 10 8 6
八千代町 常総市 筑西市 つくば市 桜川市

29 22 14 10 10
下妻市 常総市 古河市 境町 坂東市

29 19 17 11 10
下妻市 八千代町 坂東市 つくばみらい市 守谷市

22 19 18 13 13
境町 五霞町 坂東市 八千代町 常総市
28 24 17 17 9

古河市 五霞町 坂東市 八千代町 常総市
28 27 26 11 9

境町 古河市 坂東市 常総市 八千代町
27 24 19 9 8

境町 五霞町 常総市 古河市 八千代町
26 19 18 17 10

県
南
地
方
管
内

桜川市

ひたちなか市

東海村

那珂市

常陸太田市

常陸大宮市

県
西
地
方
管
内

表　市町村ごとのつながり順位（４１指標）

日立市

高萩市

北茨城市

県
北
地
方
管
内

大子町

水戸市

茨城町

大洗町

城里町

笠間市

鹿
行
地
方
管
内

鹿嶋市

神栖市

潮来市

行方市

鉾田市

小美玉市

土浦市

かすみがうら市

石岡市

つくば市

つくばみらい市

守谷市

取手市

龍ケ崎市

牛久市

利根町

河内町

阿見町

美浦村

稲敷市

筑西市

結城市

境町

五霞町

坂東市

下妻市

八千代町

常総市

古河市

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
＊本表は、「地理・歴史」「各種計画における区域設定」「生活圏」「現行行政・公的サービス区域」「国・県における管轄」など     

４１指標毎に、市町村間のつながりの有無を点数化し（つながりがある：1 点、なし：0 点）、それらを合計したものを市町村

毎に順位付けしたものである 
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